
富山県情報公開審査会答申概要（答申第６号） 

 

○ 件 名           富山復興土地区画整理事業の清算金に係る供託書の非開示決定処分に対する

異議申立ての件 

○ 開示請求年月日           平成１６年 ４月 ９日 

○ 実施機関の決定日   平成１６年 ４月２２日 

○ 実施機関（担当課） 富山県知事（土木部都市計画課） 

○ 決 定 内 容           非開示決定（不存在） 

○ 異議申立て年月日   平成１６年 ６月２２日 

○ 異議申立ての内容   非開示決定処分の取り消しを求める 

○ 諮 問 年 月 日           平成１６年 ７月 ５日 

○ 答 申 年 月 日           平成１７年 ２月 ９日 

○ 審査会の判断 

＜結  論＞ 

富山県知事（以下「実施機関」という。）が、富山都市計画富山復興土地区画整理事業（以下

「本件事業」という。）の清算金に係る供託書について、不存在を理由に非開示とした決定は、

妥当である。 

＜理  由＞ 

○本件公文書の不存在について 

（１）実施機関の職員が本件公文書を作成し、又は取得したと認められるかどうかについて 

実施機関から提出された昭和４５年１１月６日付けの起案文書によれば、本件事業の実施に伴う

清算金を交付すべき者であって住所が確知できないもの又は清算金の受領を拒んでいるものがあ

るため、民法第４９４条の規定により、清算金を富山地方法務局に供託することとしており、その

中で受領を拒んでいる者として異議申立人の父の住所、氏名及び供託金額が記載されている。また、

供託の受理手続について定める供託規則第１８条の規定では、供託者が供託所に供託書を提出し、

受理されると供託所から供託書正本が交付される旨規定している。 

よって、本審査会としては、実施機関の職員が、当時、本件事業の実施に伴う清算金の供託に係

る文書を作成するとともに、清算金を供託し、供託所（富山地方法務局）から本件公文書の交付を

受けたことにより、本件公文書を取得し、実施機関において保有していたものと考える。 

（２）実施機関が現在も本件公文書を保有していると認められるかどうかについて 

実施機関の説明では、本件公文書作成当時の文書管理の基準においては、本件公文書を永年

保存として分類していたかどうかは不明であり、現在、本件公文書を保有していないのは、永

年保存と分類していたが管理が不十分であったため紛失したか、あるいは、保存期間を永年以

外の期間に分類していたため保存期間の経過により廃棄したかのいずれかと考えられるとの

ことであった。 

また、実施機関が異議申立人からの公文書開示請求を受けて、本件公文書の所在確認を行っ
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たが発見できなかったとのことであった。本審査会においても事務局職員に命じ、実施機関の

職員の立会のもと、実施機関が行った探索の方法、範囲等について確認させたが、本件公文書

の存在は確認できなかった。 

よって、本審査会としては、現時点において実施機関が本件公文書を保有していると認める

ことはできない。 

（３）公文書の管理について 

なお、本件公文書については、現在の実施機関の文書管理の基準からすれば永年保存すべき

ものであると考えられる。本条例に定める公文書開示請求制度が適正かつ円滑に機能するため

には、開示請求の対象となる公文書が適正に管理されていることが不可欠であり、実施機関に

おいては、公文書の分類、作成、保存及び廃棄に関する基準その他の公文書に関する定めを遵

守し、公文書の適正な管理に努められるよう要望する。 

 

2 


